
(百万円)

団体名 鹿児島県
標準財政規模

（A)

臨時財政対策
債発行可能額

（B）

436,866 21,481

１　一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの） （百万円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの

繰入金

一般会計 846,923 838,264 8,659 4,644 1,615,942 495

公債管理特別会計 210,292 210,181 111 111 － 139,000

母子寡婦福祉資金
貸付事業特別会計

317 191 126 126 981 13

中小企業支援資金
貸付事業特別会計

2,050 1,139 911 911 5,131 2

中小企業従業員
住宅事業特別会計

24 2 22 22 － －

農業改良資金
貸付事業特別会計

605 446 159 159 461 6

林業・木材産業改善資金
貸付事業特別会計

496 50 446 446 － 1

沿岸漁業改善資金
貸付事業特別会計

317 87 230 230 － 2

港湾整備事業特別会計
（普通会計分）

307 305 2 0 － 150

公共用地取得先行
事業等特別会計

670 646 24 24 654 488

普通会計 833,955 823,268 10,687 4,690 1,621,916 114

２　１以外の特別会計の財政状況（公営企業を含む公営事業会計に係るもの） （百万円　，　％）

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

＜法適用以外＞

形式収支
純損益

（実質収支）
企業債(地方
債)現在高

他会計からの
繰入金

<法適用企業>

不良債務
<法適用企業>

累積欠損金
備考

工業用水道事業特別会計 142 194 － △ 52 1,208 － － 200 法適用企業

病院事業特別会計 16,979 17,066 － △ 87 11,867 4,393 － 13,703 法適用企業

（歳入） （歳出） （実質収支）

8,514 8,364 150 150 42,783 1,904 － －
（歳入） （歳出） （実質収支）

1,200 1,151 49 － 2,801 482 － －
　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。
　　　　　２．法適用企業に係るもの以外のものについては、「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「実質収支」を表示している。
　　　　　３．不良債務及び累積欠損金は、正数で表示している。

３　関係する一部事務組合等の財政状況 （百万円　，　％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

＜法適用以外＞

形式収支
実質収支
（純損益）

地方債(企業
債)現在高

当該団体の負
担金割合

<法適用企業>

不良債務
<法適用企業>

累積欠損金
備考

該当なし － － － － － － － －

４　第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （百万円）

経常損益
資本又は
正味財産

当該団体か
らの出資金

当該団体か
らの補助金

当該団体から
の貸付金

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

備考

鹿児島県市町村土地開発公社 △ 14 3,559 42 － － － その他

肥薩おれんじ鉄道 △ 249 1,032 621 － － － 株式会社

鹿児島中央ステーション開発 32 995 225 － － － 株式会社

鹿児島空港ビルディング 157 8,186 60 － 9 － 株式会社

鹿児島県文化振興財団 26 1,378 1,050 － － － 財団法人

鹿児島県環境技術協会 △ 3 1,358 3 － － － 財団法人

鹿児島県環境整備公社 0 49 17 2 2 － 財団法人

屋久島環境文化財団 19 822 510 － － － 財団法人

－

<法適用企業>

経常収支比率

備考

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

－

－

－

－

－

－

－

財政状況等一覧表（平成１８年度）

<法適用企業>

経常収支比率

73.0

99.4

合計
（A）＋（B)

458,347

港湾整備事業特別会計
（宅地造成事業） －

港湾整備事業特別会計
（港湾整備事業） －

－



（百万円）

経常損益
資本又は
正味財産

当該団体か
らの出資金

当該団体か
らの補助金

当該団体から
の貸付金

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

備考

鹿児島県民総合保健センター 26 725 5 － － － 財団法人

鹿児島県角膜・腎臓バンク協会 △ 0 106 35 2 － － 財団法人

鹿児島県生活衛生営業指導センター △ 0 9 2 26 － － 財団法人

南薩地域地場産業振興センター △ 11 420 5 － － － 財団法人

奄美群島地域産業振興基金協会 1 214 3 － － － 財団法人

かごしま産業支援センター 42 5,975 3,884 81 1,284 － 財団法人

鹿児島県雇用支援協会 2 16 2 4 － － 財団法人

鹿児島勤労者いこいの村 △ 2 18 2 － － － 財団法人

鹿児島県国際交流協会 5 1,084 500 1 － － 財団法人

鹿児島県地域振興公社 △ 7 6,883 318 2,593 － － 財団法人

鹿児島県農業後継者育成基金協会 3 1,015 500 8 230 － 財団法人

鹿児島県野菜価格安定資金協会 5 925 6 28 － － 財団法人

鹿児島県果実生産出荷安定基金協会 1 156 25 3 － － 社団法人

鹿児島県糖業振興協会 79 1,157 275 25 － － 社団法人

鹿児島県家畜畜産物衛生指導協会 10 340 20 56 － － 社団法人

鹿児島県種豚改良協会 △ 2 25 5 9 － － 社団法人

鹿児島県畜産協会 987 1,054 135 635 － － 社団法人

鹿児島県生乳検査協会 1 160 25 － － － 社団法人

鹿児島県林業担い手育成基金 5 2,429 2,369 9 － － 財団法人

鹿児島県森林整備公社 1 21 5 473 17,438 － 社団法人

万之瀬川水源基金 0 31 15 8 － － 財団法人

かごしまみどりの基金 △ 2 481 200 － － － 財団法人

鹿児島県栽培漁業協会 △ 3 1,344 300 45 － － 財団法人

鹿児島県土地開発公社 26 194 50 203 51 3,944 その他

鹿児島県建設技術センター 45 457 3 － － － 財団法人

鹿児島県道路公社 1,213 16,749 6,908 － － 7,354 その他

鹿児島県住宅供給公社 △ 285 △ 1,119 21 － － － その他

鹿児島県育英財団 △ 0 500 125 29 7,989 － 財団法人

鹿児島県暴力追放県民会議 △ 2 643 488 6 － － 財団法人

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

５　財政指数

　（注）　実質公債費比率は、平成１９年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１６年度から平成１８年度の３カ年平均である。

－

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

財政力指数

実質公債費比率

実質収支比率

経常収支比率

0.29456

15.2

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

196

－

－

－

－

1.1

97.9

－

－

－

－

－

19,120

－

－

－

10,251

－

－

－


